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回答者（ 山口 祥義 ） 

下記の質問にお答えください。該当項目に○をつけ、その理由を端的にお答えください 

１．福島第一原子力発電所の事故についてお聞きします。 

 

（１）現在、東京電力福島第一原子力発電所の事故は収束していると思いますか。 

①収束している  ②収束していない ③その他 

＜その理由は何ですか＞ 

福島の現状については、汚染水対策を含め、廃炉、賠償、汚染など、課題は山積しています。 

 

 

（２）政府が被曝許容量について、福島だけを年間１ミリシーベルトから２０ミリシーベルトに２０

倍に引き上げたことについてどう思いますか。 

①引き上げて当然 ②上げるべきでないでない ③その他  

＜その理由は何ですか＞ 
原子力災害発生時の防護措置については、国が国際機関の勧告や基準を踏まえて策定してい

るものと認識しています。 

 
 

（３）福島第一原発でたまり続ける放射能汚染水を海洋放出することについてどう思います

か。 

①海に流していい ②海に流すべきでない ③その他 

＜その理由 は何ですか＞ 

 汚染水の海洋放出をはじめ、福島第一原子力発電所の廃炉に向けた様々な取組について

は、事業者が責任をもって判断し、国が厳正に指導・監督を行いながら、また、国民への

説明責任を果たしながら取り組んでいくべきものと考えます。 

 

 
２．玄海原子力発電所についてお聞きします。 

 

（１）県民の多くは再稼働に反対です。2017年4月24日の知事の再稼働同意についてどう思い

ますか。 

①妥当である ②撤回する      ③その他 

＜その理由は何ですか＞ 

私は、原子力発電に頼らない、再生可能エネルギーを中心とした社会を実現できれば、これほ

ど素晴らしいことはないと思っています。 

国を挙げて、原子力発電への依存度を可能な限り低減し、再生可能エネルギーの導入を進める

取り組みを積極的に行うべきと考えます。 

しかしながら、再生可能エネルギーはその安定供給に課題があり、現時点においては、一定程

度、原子力発電に頼らざるを得ない状況です。 

また、玄海原子力発電所においては、１号機の廃炉作業だけでも今後30年以上の長きにわたり

関わっていかなければなりません。 

原子力発電所を安全に管理し、廃炉にしていくための人材確保や技術継承をどのように維持し

ていくのか、そうしたことに思いを巡らせることも必要です。 

私は、原発立地県の知事として、県民の安全を何よりも大切に、玄海原子力発電所と真摯に向



き合い続けていきます。 

 

 

（２）玄海原発での使用済核燃料のリラッキング、乾式貯蔵施設建設についてどう思いますか。 

①賛成      ②反対        ③その他 

＜その理由はなんですか＞ 

乾式貯蔵施設も含めた使用済燃料の貯蔵・保管については、事業者が責任を持って対処すべきと

考えます。今後、具体的な話があれば、県民の安全を何よりも大切に、しっかりと検討します。 

 

 

（３）周辺自治体の同意権は必要と思いますか。 

①必要      ②必要ではない    ③その他 

＜その理由はなんですか＞ 

原子力発電に関する重要な事項の取扱いなどについては、県や県内各市町と事業者の間で、それ

ぞれ締結された協定に定められています。この協定は、福島第一原発の事故後、各自治体と事業者

との間で協議を重ねられ、「お互いに合意」された内容として締結されているものと認識していま

す。 

 

 

（４）現在の避難計画では放射能被曝が前提となっており、県民に被曝を強いるものになっていま

す。このような避難計画で、県民の暮らしと健康を守ることができると思いますか。 

①できる  ②できない  ③その他 

＜その理由はなんですか＞ 

原子力災害時の避難計画については、福島第一原子力発電所事故における教訓や国際基準を踏ま

えた上で、住民への放射線の影響を最小限に抑えるための考え方を定めた国の原子力災害対策指針

に基づいて、作成しています。 

原子力災害対策には、これで「完璧」、「終わり」、そして「絶対」はありません。 

今後も、考えられる様々な事態を想定し、具体的な対策を考え、それに対応する訓練を行うこと

により、課題を洗い出し、より実効性のある対策となるよう不断の見直しを行ってまいります。 

 

 

（５）玄海原発事故時の安定ヨウ素剤の全県民への事前配布についてどう思いますか。 

①全県民に対して配布すべき  ②全県民に配布する必要はない  ③その他 

＜その理由はなんですか＞ 

安定ヨウ素剤の配布、服用については、国の原子力災害対策指針等に沿ったうえで、県民の安全

に配慮していくことが重要だと考えています。 

佐賀県においては、国の指針等に基づきＰＡＺの住民への事前配布を進めるとともに、平成29年

度からは、ＵＰＺの住民のうち指針等において許容されている高齢者や要支援者など緊急時に受け

取りが困難と考えられる住民で希望する方に対する事前配布を実施しています。 
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実施団体：玄海原発プルサーマルと全基をみんなで止める裁判の会 

プルサーマルと佐賀県の100年を考える会 

玄海原発反対からつ事務所 


